新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱
第１条　【略】
（補助目的及び補助対象事業）
第２条　県は、県内製材工場等に必要な原木の増産、安定的かつ効率的な生産を推進することにより、供給体制の構築を図るため、別表第１に掲げる事業主体が高性能林業機械等の整備を行うために要する経費について、同表に掲げる補助事業者（以下「補助事業者」という。）に対して予算の範囲内で補助するものとする。ただし、補助事業者が別表第２に掲げるいずれかに該当すると認めるときを除く
２　別表第１の事業区分のうち１、２、４及び５については、「森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付要綱（平成30年3月30日付け29林政政第893号農林水産事務次官依命通知）、林業・木材産業循環成長対策交付金実施要領（令和５年3月30日付け４林政経第899号林野庁長官通知）、合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策交付金等交付要綱（平成28年1月20日付け27林整計第232号農林水産事務次官依命通知）、木材産業国際競争力強化対策等実施要領（平成28年1月20日付け27林整計第237号林野庁長官通知）」に基づき実施するものとする。。

第３条～第14条　【略】

１　この要綱は、平成30年４月５日から施行する。
２　この要綱は、令和６年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要綱の基づき交付された補助金については、第５条第１項第３号から第７号まで及び第２項、第９条第３項及び第４項並びに第13条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

（附　則）
１　この要綱は、平成30年12月25日から施行する。
（附　則）
１　この要綱は、平成31年４月８日から施行する。
（附　則）
１　この要綱は、令和元年６月13日から施行する。
　（附　則）
[bookmark: _Hlk71813485]１　この要綱は、令和２年４月２８日から施行する。
（附　則）
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
（附　則）
　この要綱は、令和３年７月８日から施行する。
（附　則）
　この要綱は、令和４年４月２２日から施行する。
（附　則）
　　この要綱は、令和５年４月27日から施行する。

別表第１～別表第２　【略】
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３～４　【略】
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　３～６　【略】
別紙１－１－１～別紙１－１－５【略】
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別紙１－２－１～別紙１－２－３　【略】
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３～６　【略】
別紙２ー１－１～別紙２－１－２　【略】
　　第２号様式～第４号様式　【略】
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１（２）～４　【略】
別紙５－１－１～別紙５ー１－２　【略】
[image: ]
別紙５－２－１～別紙５－２ー４
第６号様式～第８号様式　【略】
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　１－（２）～３
　別紙８－２－１～別紙８－４　【略】
	高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱
第１条　【略】
（補助目的及び補助対象事業）
第２条　県は、県内製材工場等に必要な原木の増産、安定的かつ効率的な生産を推進することにより、供給体制の構築を図るため、別表第１に掲げる事業主体が高性能林業機械等の整備を行うために要する経費について、同表に掲げる補助事業者（以下「補助事業者」という。）に対して予算の範囲内で補助するものとする。ただし、補助事業者が別表第２に掲げるいずれかに該当すると認めるときを除く。
２　別表第１の事業区分のうち１、２、４及び５については、「森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付要綱（平成30年3月30日付け29林政政第893号農林水産事務次官依命通知）、林業・木材産業成長産業化促進対策交付金実施要領（平成30年3月30日付け29林政経第349号林野庁長官通知）、合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策交付金等交付要綱（平成28年1月20日付け27林整計第232号農林水産事務次官依命通知）、木材産業国際競争力強化対策等実施要領（平成28年1月20日付け27林整計第237号林野庁長官通知）」に基づき実施するものとする。

第３条～第14条　【略】

１　この要綱は、平成30年４月５日から施行する。
２　この要綱は、令和５年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要綱の基づき交付された補助金については、第５条第１項第３号から第７号まで及び第２項、第９条第３項及び第４項並びに第13条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

（附　則）
１　この要綱は、平成30年12月25日から施行する。
（附　則）
１　この要綱は、平成31年４月８日から施行する。
（附　則）
１　この要綱は、令和元年６月13日から施行する。
　（附　則）
１　この要綱は、令和２年４月２８日から施行する。
（附　則）
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
（附　則）
　この要綱は、令和３年７月８日から施行する。
（附　則）
　この要綱は、令和４年４月２２日から施行する。
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　第２号様式～第４号様式　【略】
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第５号様式の１（第９条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

補助事業者 氏　　　名

記

１　事業の実績

（１）総　括 単位：円

第　     　　　　　　 号

年　　　　月　　　　日

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金実績報告書

(　※別表第１の事業区分１・２・４・５を記入　）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

（注）１　「事業区分」欄は、別表第１の事業区分を記入してください。

      ４　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

  　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付の

決定通知）がありましたことについて、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第９条第１項の規

定により、その実績を下記のとおり報告します。

事業主体

事業費

(消費税込)

補助対象

経　　 費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

　　　２　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業

　　　　費の総額（消費税額を含めた額）としてください。

      ３　「補助対象経費」欄は、「事業費」より消費税等補助対象外経費を差し引いた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場　

　　　　合は、リース事業費のうちリース対象物件の取得に要する経費から残存価格を引いたものとしてください。
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第５号様式の２（第９条関係）

林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者氏　　　名

記

１　事業実績報告書（別紙５－２－１のとおり）

２　収支精算書（別紙５－２－２のとおり）

３　事業完了年月日　　　年　　月　　日

　年　月　日

　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金実績報告書

(　林業機械のレンタル　）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

  　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付の

決定通知）がありましたことについて、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第９条第１項の規

定により、その実績を下記のとおり報告します。
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別紙８－１　繰越理由書

（注） １　「事業概要」欄は、「工種又は施設区分」及び「事業量」を記入してください。

２　「繰越前計画」欄は、着手日予定日及びしゅん工予定日を記入するものとし、設計積算、工事、地元調整等別に記入してください。

３　「事由」欄は、次に該当する事由を記入するとともに、具体的な内容を記入してください。

　ア　計画に関する諸条件

　イ　設計に関する諸条件

　ウ　気象の関係

　エ　用地の関係

　オ　補償処理の困難

　カ　資材の入手難

　キ　試験研究に際しての事前の調査又は研究方式の決定の困難

　ク　アからキまでに掲げるもの以外のもの

事業区分 事　業　概　要 繰越前計画 事　　　　　　　　　由
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別紙８－２

１　事業の内容及び経費の配分

（１）総括

　（注）  １　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。

　   　   ２　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

　　年度　　事業変更計画書　

単位：円（上段：全体、中段：年度内、下段：繰越し）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

事業区分 事業主体

事業費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）
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別表第３（第３条関係）

Ａ Ｂ

２分の１以内

ハーベスタ 台

台

台

台

プロセッサ 台

タワーヤーダ 台

台

台

台

台

フォワーダ 台

林業用四輪駆動ダンプトラック 台

搬器 台

集材機 台

機械保管倉庫 棟 ㎡

その他 ー

１．高性能林業機械等の導入に関する留意事項について

２分の１以内

呼称単位

高性能林業機械等※

ロングリーチハーベスタ

フェラーバンチャ

スイングヤーダ

グラップルソー

ロングリーチグラップル

広域利用林業機械

上記に同じ

単独・広域併用機械

上記に同じ

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　受益者戸数が5戸以上であること。

　（３）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（４）　１事業費は,おおむね500万円以上とする。

　（５）　受益範囲において、素材生産量若しくは素材生産性等の目標が原則として県の目標値以上であること又は目標値の伸び率以上　　

　　　　であること。

　（６）　3,000m3/年以上の素材生産実績を有すること又は導入翌年度までに3,000m3/年以上の素材生産量を達成できること。

　（７）　協定等により出荷先が確保されていること。

　（８）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（９）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

　（10）　事業実施主体は、合法木材供給事業者認定一覧表に記載されていること。

高性能林業機械等※

事業区分 補助対象経費 工種又は施設区分 　補　　助　　率

１　高性能林業　

　　機械の導入

フェリングヘッド付きフォーク

収納型グラップルバケット

フォーク収納型グラップルバ

ケット

架線式グラップルと油圧集材機

とを組み合わせたシステム

式

２　林業機械のリー　　ス

高性能林業機械等導入

に要する経費とし、対

象となる施設は、「工

種又は施設区分」に掲

げるものとする。

林業機械のリースに係る経費のうち、リース対象物件の取得に要する経費から残存価格がある場合は残存価格を引いたものとし、対象となる施設は、「工種又は施設区分」に掲げるものとする。
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２分の１以内

ハーベスタ 台

台

台

プロセッサ 台

タワーヤーダ 台

台

台

台

台

フォワーダ 台

林業用四輪駆動ダンプトラック 台

搬器 台

集材機 台

架線式グラップルと油圧集材機とを組み合わせたシス

その他 ー

と油圧集材機とを組み合わせたシステム

２．林業機械のリースに関する留意事項について

←　間伐の生産性は第４期産振計画の令和７年度（令和３年度から適用で５年後）の生産性を使用している。ＡＢ　（10）　事業実施主体は、合法木材供給事業者認定一覧表に記載されていること。

高性能林業機械等※

ロングリーチハーベスタ

フェラーバンチャ

スイングヤーダ

グラップルソー

ロングリーチグラップル

広域利用林業機械

上記に同じ

単独・広域併用機械

上記に同じ

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（３）　事業計画が、県の「林業経営基盤の強化並びに木材の生産及び流通の合理化に関する事項についての基本構想」に照らし適切

　　　　なものであること。

　（４）　リース期間満了までにおおむね3,000m3/年以上の素材生産を行うことが計画されておりその達成が見込まれること。

　（５）　リース物件はリース事業者が当該物件の製造又は販売業者等から新たに購入するものであり、リース期間は大蔵省令に定める法

　　　　定耐用年数であること。

　（６）　リース料の水準その他リースの条件が妥当なものであり、リース期間満了後のリース物件は、再リース、リース事業者への返

　　　　還又は廃棄されるものであること。

　（７）　リース契約に、リース対象物件の取得価格及び残存価格（消費税及び地方消費税を除く。）を明記すること。

　（８）　リース契約に機械の導入年度に補助金がリース事業者に支払われる旨明記されており、かつ、支払うリース料はこれを差し引

　　　　いた額を基に算出されていること。

　（９）　補助金を受領した場合、遅延無くリース事業者に補助金相当額を支払うこと。また、支払いが完了したときは、速やかに領収書

　　　　の写し等の証拠書類を所長に提出すること。

　（１０）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（１１）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

　（１２）　事業実施主体は、合法木材供給事業者認定一覧表に記載されていること。

呼称単位

２　林業機械のリー

　　ス

フェリングヘッド付きフォーク

収納型グラップルバケット

台

フォーク収納型グラップルバ

ケット

架線式グラップルと油圧集材機

とを組み合わせたシステム

式

事業区分補助対象経費工種又は施設区分　補　　助　　率

林業機械のリースに係

る経費のうち、リース

対象物件の取得に要す

る経費から残存価格が

ある場合は残存価格を

引いたものとし、対象

となる施設は、「工種

又は施設区分」に掲げ

るものとする。
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別記　第１号様式の１（第４条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者 氏　　　名

生年月日

記

１　事業の目的

２　事業の内容及び経費の配分総括表 単位：円

　　　２　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業費の

　総額（消費税額を含めた額）としてください。

第　     　　　　　　 号　

　　年　　　　月　　　　日　

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付申請書

(　※別表第１の事業区分１・２・４・５を記入　）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

（注）１　「事業区分」欄は、別表第１の事業区分を記入してください。

      ４　「摘要」欄は、消費税等補助対象外事業費を記入してください。

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

　 　　年度において下記のとおり事業を実施したいので、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第４条の規定

により、補助金　　　　　　　　　　　円の交付を申請します。

事業主体

事業費

（消費税込)

補助対象

経　　 費

(A+B+C+D）

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

      ３　「補助対象経費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額を記入

        してください。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうちリース対象物件の取得に要する経費から

　　　　残存価格を引いたものとしてください。


image13.emf
第１号様式の２（第４条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者氏　　　名

生年月日

記

１　事業の目的

２　事業内容及び経費の配分（別紙１－２－１のとおり）

３　収支計画書（別紙１－２－２のとおり）

４　事業着手予定年月日（別紙１－２－１）のとおり）

５　事業完了予定年月日（別紙１－２－１のとおり）

　年　月　日

　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付申請書

(　林業機械のレンタル　）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

　 高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第４条の規定により、補助金　　　　　　　　　　円

を交付されるよう下記の関係書類を添えて申請します。


image14.emf
第２号様式の１（第６条関係）

林業（振興）事務所長　様

補助事業者　　　氏　　　　名　　　　　　

１　変更（中止・廃止）の理由

２　変更の内容及び経費の配分総括表 単位：円

（注）１

２

３　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

４

第　     　　　　　　 号　

　　年　　　　月　　　　日

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金変更等承認申請書

(　※別表第１の事業区分１・２・４・５を記入　）

記

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

　「補助対象事業費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額を記入してく

ださい。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうち、リース対象物件の取得に要する経費から残存価格を引

いたものとしてください。

(市町村以外の補助事業者にあっては、住所も

記入してください。）

  　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付の決定

通知）がありましたことについて、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、高知県高性能林業機械等整備事

業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、その承認を申請します。

事業主体

事業費

(消費税込)

補助対象

経　　費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業費の総額（消

費税額を含めた額）としてください。

　変更箇所については、変更前（上段括弧書き）と変更後（裸書き）とにより変更前と変更後との内容を対比してください

（変更のない箇所は、２段書きの必要はありません。）。
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第５号様式の１（第９条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

補助事業者 氏　　　名

記

１　事業の実績

（１）総　括 単位：円

第　     　　　　　　 号

年　　　　月　　　　日

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金実績報告書

(　※別表第１の事業区分１・２・４・５を記入　）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

（注）１　「事業区分」欄は、別表第１の事業区分を記入してください。

      ４　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

  　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付の

決定通知）がありましたことについて、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第９条第１項の規

定により、その実績を下記のとおり報告します。

事業主体

事業費

(消費税込)

補助対象

経　　 費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

　　　２　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業

　　　　費の総額（消費税額を含めた額）としてください。

      ３　「補助対象経費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額

        を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合は、リース事業費のうちリース対象物件の取得に要

　　　　する経費から残存価格を引いたものとしてください。
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第５号様式の２（第９条関係）

林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者氏　　　名

記

１　事業実績報告書（別紙５－２－１のとおり）

２　収支精算書（別紙５－２－２のとおり）

３　事業完了年月日（別紙５－２－１のとおり）

　年　月　日

　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金実績報告書

(　林業機械のレンタル　）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

  　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付の

決定通知）がありましたことについて、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第９条第１項の規

定により、その実績を下記のとおり報告します。


image17.emf
別紙８－１　繰越理由書

（注） １　「事業概要」欄は、「工種又は施設区分」及び「事業量」を記入してください。

２　「当初計画」欄は、着手日予定日及びしゅん工予定日を記入するものとし、設計積算、工事、地元調整等別に記入してください。

３　「事由」欄は、次に該当する事由を記入するとともに、具体的な内容を記入してください。

　ア　計画に関する諸条件

　イ　設計に関する諸条件

　ウ　気象の関係

　エ　用地の関係

　オ　補償処理の困難

　カ　資材の入手難

　キ　試験研究に際しての事前の調査又は研究方式の決定の困難

　ク　アからキまでに掲げるもの以外のもの

事業区分 事　業　概　要 当　初　計　画 事　　　　　　　　　由
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別紙８－２

１　事業の内容及び経費の配分

（１）総括

　（注）  １　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。

　   　   ２　「摘要」欄は、消費税仕入控除税額等がある場合に消費税額を記入してください。

　　年度　　事業変更計画書　

単位：円（上段：全体、中段：年度内、下段：繰越し）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

事業区分 事業主体

事業費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

          ３  「補助対象事業費」欄は、「事業費」より消費税仕入控除税額等がある場合の消費税相当額を差し引いた額を

             記入してください。


image1.emf
別表第３（第３条関係）

Ａ Ｂ

２分の１以内

ハーベスタ 台

台

台

台

台

プロセッサ 台

タワーヤーダ 台

台

台

台

台

フォワーダ 台

林業用四輪駆動ダンプトラック

台

搬器 台

集材機 台

機械保管倉庫 棟 ㎡

その他 ー

１．高性能林業機械等の導入に関する留意事項について

（13）　

　２分の１以内

呼称単位

高性能林業機械等※

ロングリーチハーベスタ

IoTハーベスタ

フェラーバンチャ

スイングヤーダ

グラップルソー

ロングリーチグラップル

広域利用林業機械

上記に同じ

単独・広域併用機械

上記に同じ

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　受益者戸数が5戸以上であること。

　（３）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（４）　１事業費は,おおむね500万円以上とする。

　（５）　受益範囲において、素材生産量若しくは素材生産性等の目標が原則として県の目標値以上であること又は目標値の伸び率以上　　

　　　　であること。

　（６）　3,000m3/年以上の素材生産実績を有すること又は導入翌年度までに3,000m3/年以上の素材生産量を達成できること。

　（７）　協定等により出荷先が確保されていること。

　（８）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（９）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

  （10）　事業実施主体は、合法木材供給事業者認定一覧表に記載されていること。

　（12）　事業実施主体は、作業安全対策に知見のある労働安全コンサルタント等の専門家の診断を事業完了の翌年度末までに受けること。

　　　　　ただし、広域利用林業機械又は単独・広域併用機械については貸付先が上記要件を満たしていること。

　　　　　なお、既に労働安全コンサルタント等の専門家の診断を受けている場合にあっては、この限りではない。

　（14）　事業実施主体は、労働安全対策、持続的な林業経営の確立等に関する以下の項目に取り組むこととする。

　　　　・｢チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン｣に基づく措置を実施すること。

　　　　・県等が実施する、林業の多様な担い手メニューの取組の活用に努めること。

高性能林業機械等※

事業区分 補助対象経費 工種又は施設区分 　補　　助　　率

１　高性能林業　

　　機械の導入

フェリングヘッド付きフォーク

収納型グラップルバケット

フォーク収納型グラップルバ

ケット

架線式グラップルと油圧集材機

とを組み合わせたシステム

式

２　林業機械のリー　　ス

高性能林業機械等導入

に要する経費とし、対

象となる施設は、「工

種又は施設区分」に掲

げるものとする。

林業機械のリースに係る経費のうち、リース対象物件の取得に要する経費から残存価格がある場合は残存価格を引いたものとし、対象となる施設は、「工種又は施設区分」に掲げるものとする。（13）　  （10）　事業実施主体は、合法木材供給事業者認定一覧表に記載されていること。

　（11）　事業実施主体は、地域の原木安定供給対策の協議会等に参画又はこれらの協議会等に参画しているものと連携して、素材生産を行うものである　

　　　　こと。

　　　　　ただし、合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策交付金を活用する場合に限る。

　（12）　事業実施主体は、作業安全対策に知見のある労働安全コンサルタント等の専門家の診断を事業完了の翌年度末までに受けること。　　　　　ただし、広域利用林業機械又は単独・広域併用機械については貸付先が上記要件を満たしていること。　　　　　なお、既に労働安全コンサルタント等の専門家の診断を受けている場合にあっては、この限りではない。　補助事業で導入（導入見込みを含む。）した処分制限期間内にある高性能林業機械等（以下「既整備高性能林業機械等」という）を所有する事業実施主体が、追加で本事業により高性能林業機械等を導入することは、原則として既整備高性能林業機械等の目標年度までは認めない。　ただし、次のアからオ（素材生産量の現状値が10,000㎥/年未満の事業実施主体において、既整備高性能林業機械等の所有台数が３台未満である場合は次のイからオ）に該当する場合は、目標年度の終了前であっても追加の導入を妨げない。（13）　　

　ア　追加事業実施年度前における直近の実施事業の素材生産量又は素材生産性のいずれかが、既整備高性能林業機械等整備事業の現状値か　

　　ら目標年度における目標値までの増加分の7割以上を達成していること。

　　　ただし、自然災害や社会的・経済的事情の著しい変化等、事業実施主体の責に帰することのできない予測不能でやむを得ない事情によ　

　　り、追加事業実施年度前における直近の事業実施の素材生産量又は素材生産性が著しく低い値となっている場合については、既整備高性

　　能林業機械等導入後において低調となる前の年度の実績を、直近の実施事業の実績とすることができる。　　　

　イ　追加事業において設定する各年度の目標値が、既整備高性能林業機械等における直近の実施事業の実績又は各年度の目標値のいずれ　

　　か高い数値と同等以上となっていること。

　ウ　需要先が確保され、供給量の増大が可能な状況であること。

　エ　追加事業実施年度の直近の単年度収支が黒字となっていること又は黒字になることが確実であること。

　オ　資金の調達が確実であること。

　（14）　事業実施主体は、労働安全対策、持続的な林業経営の確立等に関する以下の項目に取り組むこととする。　　　　・｢チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン｣に基づく措置を実施すること。　　　　・県等が実施する、林業の多様な担い手メニューの取組の活用に努めること。（13）　　（12）　事業実施主体は、作業安全対策に知見のある労働安全コンサルタント等の専門家の診断を事業完了の翌年度末までに受けること。　　　　　ただし、広域利用林業機械又は単独・広域併用機械については貸付先が上記要件を満たしていること。　　　　　なお、既に労働安全コンサルタント等の専門家の診断を受けている場合にあっては、この限りではない。

　補助事業で導入（導入見込みを含む。）した処分制限期間内にある高性能林業機械等（以下「既整備高性能林業機械等」という）を所有する

事業実施主体が、追加で本事業により高性能林業機械等を導入することは、原則として既整備高性能林業機械等の目標年度までは認めない。

　ただし、次のアからオまで（素材生産量の現状値が10,000㎥/年未満の事業実施主体において、既整備高性能林業機械等の所有台数が３台未満

である場合は次のイからオまで）に該当する場合は、目標年度の終了前であっても追加の導入を妨げない。

　（14）　事業実施主体は、労働安全対策、持続的な林業経営の確立等に関する以下の項目に取り組むこととする。　　　　・｢チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン｣に基づく措置を実施すること。　　　　・県等が実施する、林業の多様な担い手メニューの取組の活用に努めること。（13）　　（12）　事業実施主体は、作業安全対策に知見のある労働安全コンサルタント等の専門家の診断を事業完了の翌年度末までに受けること。　　　　　ただし、広域利用林業機械又は単独・広域併用機械については貸付先が上記要件を満たしていること。　　　　　なお、既に労働安全コンサルタント等の専門家の診断を受けている場合にあっては、この限りではない。

　補助事業で導入（導入見込みを含む。）した処分制限期間内にある高性能林業機械等（以下「既整備高性能林業機械等」という）を所有する

事業実施主体が、追加で本事業により高性能林業機械等を導入することは、原則として既整備高性能林業機械等の目標年度までは認めない。

　ただし、次のアからオまで（素材生産量の現状値が10,000㎥/年未満の事業実施主体において、既整備高性能林業機械等の所有台数が３台未満

である場合は次のイからオまで）に該当する場合は、目標年度の終了前であっても追加の導入を妨げない。

　（14）　事業実施主体は、労働安全対策、持続的な林業経営の確立等に関する以下の項目に取り組むこととする。　　　　・｢チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン｣に基づく措置を実施すること。　　　　・県等が実施する、林業の多様な担い手メニューの取組の活用に努めること。


image2.emf
　

２分の１以内

ハーベスタ 台

台

台

台

プロセッサ 台

タワーヤーダ 台

台

台

台

台

フォワーダ 台

林業用四輪駆動ダンプトラック

台

搬器 台

集材機 台

架線式グラップルと油圧集材機とを組み合わせたシス

その他 ー

と油圧集材機とを組み合わせたシステム

２．林業機械のリースに関する留意事項について

←　間伐の生産性は第４期産振計画の令和７年度（令和３年度から適用で５年後）の生産性を使用している。ＡＢ　（14）　事業実施主体は、労働安全対策、持続的な林業経営の確立等に関する以下の項目に取り組むこととする。　　　　・｢チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン｣に基づく措置を実施すること。　　　　・県等が実施する、林業の多様な担い手メニューの取組の活用に努めること。

高性能林業機械等※

ロングリーチハーベスタ

IoTハーベスタ

フェラーバンチャ

スイングヤーダ

グラップルソー

ロングリーチグラップル

広域利用林業機械

上記に同じ

単独・広域併用機械

上記に同じ

　（１）　補助金については、事業区分間で流用してはならないものとする。

　（２）　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　（３）　事業計画が、県の「林業経営基盤の強化並びに木材の生産及び流通の合理化に関する事項についての基本構想」に照らし適切

　　　　なものであること。

　（４）　リース期間満了までにおおむね3,000m3/年以上の素材生産を行うことが計画されておりその達成が見込まれること。

　（５）　リース物件はリース事業者が当該物件の製造又は販売業者等から新たに購入するものであり、リース期間は大蔵省令に定める法

　　　　定耐用年数の70％以上（１年未満の端数は切り捨てる。）で法定耐用年数以内であること。

　（６）　リース料の水準その他リースの条件が妥当なものであり、リース期間満了後のリース物件は、再リース、リース事業者への返

　　　　還又は廃棄されるものであること。

　（７）　リース契約に、リース対象物件の取得価格及び残存価格（消費税及び地方消費税を除く。）を明記すること。

　（８）　リース契約に機械の導入年度に補助金がリース事業者に支払われる旨明記されており、かつ、支払うリース料はこれを差し引

　　　　いた額を基に算出されていること。

　（９）　補助金を受領した場合、遅延無くリース事業者に補助金相当額を支払うこと。また、支払いが完了したときは、速やかに領収書

　　　　の写し等の証拠書類を所長に提出すること。

　（10）　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　（11）　その他、詳細に関しては国庫補助事業の運用に定める基準を満たすこと。

　（12）　事業実施主体は、合法木材供給事業者認定一覧表に記載されていること。

　（14）　県は、事業実施主体からリース物件の貸付期間中、達成状況報告により当該機械の利用状況を把握するとともに、次に掲げる事由のいず

　　　　れかに該当する場合において、正当な理由なく、かつ、改善の見込みがないと認めるときは、事業実施主体に対して補助金の全部又は一部　　

　　　　の返還を命じることができる。

　　　　　ア　リース契約を解約又は解除したとき。

　　　　　イ　事業実施主体が経営を中止したとき。

　　　　　ウ　貸付期間中に借り受けた機械が滅失したとき。

　　　　　エ　申請書等に虚偽の記載をしたとき。

　　　　　オ　リース契約の内容に定められた契約内容に合致しないことが明らかになったとき。

　　　　　カ　報告を怠ったとき。

　　　　　キ　森林関係法令の違反等不適切な行為を行ったとき。

　（15）　労働安全対策、持続的な林業経営の確立等に関する以下の項目に取り組むこととする。

　　　　　・｢チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン｣に基づく措置を実施すること。

　　　　　・県等が実施する、林業の多様な担い手メニューの取組の活用に努めること。

呼称単位

２　林業機械のリー

　　ス

フェリングヘッド付きフォーク

収納型グラップルバケット

台

フォーク収納型グラップルバ

ケット

架線式グラップルと油圧集材機

とを組み合わせたシステム

式

事業区分補助対象経費工種又は施設区分　補　　助　　率

林業機械のリースに係

る経費のうち、リース

対象物件の取得に要す

る経費から残存価格が

ある場合は残存価格を

引いたものとし、対象

となる施設は、「工種

又は施設区分」に掲げ

るものとする。

　（12）　事業実施主体は、合法木材供給事業者認定一覧表に記載されていること。

　（13）　事業実施主体は、地域の原木安定供給対策の協議会等に参画又はこれらの協議会等に参画しているものと連携して、素材生産を行うものである　

　　　　こと。

　（14）　県は、事業実施主体からリース物件の貸付期間中、達成状況報告により当該機械の利用状況を把握するとともに、次に掲げる事由のいず　　　　れかに該当する場合において、正当な理由なく、かつ、改善の見込みがないと認めるときは、事業実施主体に対して補助金の全部又は一部　　　　　　の返還を命じることができる。　　　　　ア　リース契約を解約又は解除したとき　　　　　イ　事業実施主体が経営を中止したとき　　　　　　ウ　貸付期間中に借り受けた機械が滅失したとき　　　　　エ　申請書等に虚偽の記載をしたとき　　　　　オ　リース契約の内容に定められた契約内容に合致しないことが明らかになったとき　　　　　カ　報告を怠ったとき　　　　　キ　森林関係法令の違反等不適切な行為を行ったとき　（15）　労働安全対策、持続的な林業経営の確立等に関する以下の項目に取り組むこととする。　　　　　・｢チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン｣に基づく措置を実施すること。　　　　　・県等が実施する、林業の多様な担い手メニューの取組の活用に努めること。
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別記　第１号様式の１（第４条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者 氏　　　名

生年月日

記

１　事業の目的

２　事業の内容及び経費の配分総括表 単位：円

　　　２　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業費の

　総額（消費税額を含めた額）としてください。

第　     　　　　　　 号　

　　年　　　　月　　　　日　

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付申請書

(　※別表第１の事業区分１・２・４・５を記入　）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

（注）１　「事業区分」欄は、別表第１の事業区分を記入してください。

      ４　「摘要」欄は、消費税等補助対象外事業費を記入してください。

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

　 　　年度において下記のとおり事業を実施したいので、高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第４条の規定

により、補助金　　　　　　　　　　　円の交付を申請します。

事業主体

事業費

（消費税込)

補助対象

経　　 費

(A+B+C+D）

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

      ３　「補助対象経費」欄は、「事業費」より消費税等補助対象外経費を差し引いた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの　

　　　　場合は、リース事業費のうちリース対象物件の取得に要する経費から残存価格を引いたものとしてください。
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第１号様式の２（第４条関係）

　　林業（振興）事務所長　様

住　　　所

補助事業者氏　　　名

生年月日

記

１　事業の目的

２　事業内容及び経費の配分（別紙１－２－１のとおり）

３　収支計画書（別紙１－２－２のとおり）

４　事業着手予定年月日　　　　　年　　月　　日

５　事業完了予定年月日　　　　　年　　月　　日

　年　月　日

　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付申請書

(　林業機械のレンタル　）

(市町村以外の補助事業者にあっては、名称及

　び代表者の職・氏名を記入してください。）

　 高知県高性能林業機械等整備事業費補助金交付要綱第４条の規定により、補助金　　　　　　　　　　円

を交付されるよう下記の関係書類を添えて申請します。
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第２号様式の１（第６条関係）

林業（振興）事務所長　様

補助事業者　　　氏　　　　名　　　　　　

１　変更（中止・廃止）の理由

２　変更の内容及び経費の配分総括表 単位：円

（注）１

２

３　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

４

第　     　　　　　　 号　

　　年　　　　月　　　　日

　　年度高知県高性能林業機械等整備事業費補助金変更等承認申請書

(　※別表第１の事業区分１・２・４・５を記入　）

記

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

　「補助対象事業費」欄は、「事業費」より消費税等補助対象外経費を差し引いた額を記入してください。ただし、林業機

械のリースの場合は、リース事業費のうち、リース対象物件の取得に要する経費から残存価格を引いたものとしてくださ

い。

(市町村以外の補助事業者にあっては、住所も

記入してください。）

  　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で補助金の交付の決定通知（変更交付及び追加交付の決定

通知）がありましたことについて、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、高知県高性能林業機械等整備事

業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、その承認を申請します。

事業主体

事業費

(消費税込)

補助対象

経　　費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。ただし、林業機械のリースの場合はリース事業費の総額（消

費税額を含めた額）としてください。

　変更箇所については、変更前（上段括弧書き）と変更後（裸書き）とにより変更前と変更後との内容を対比してください

（変更のない箇所は、２段書きの必要はありません。）。


